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1.序論 
1-1 背景 

地球温暖化問題や都市化の進⾏により、
低炭素型の都市づくりが注⽬されている。
また、内閣府 第 5 期科学技術基本計画（平
成 28〜平成 32 年）では ICT を最⼤限活⽤
し⼈々に豊かさをもたらす「超スマート社
会」が提唱されており、スマートグリッドや
スマートコミュニティなどのエネルギーイ
ンフラや社会システムのスマート化が推進
されている。⽇本では経産省の 4 地域実証
をはじめ、⺠間企業によるスマートシティ
の開発が各地で進められているが、技術の
導⼊が先⾏し、その効果的な運⽤⽅法につ
いての把握は⼗分にされていない。 
1-2 ⽬的 

本研究では、今⽇におけるスマートシテ
ィの役割とプロジェクトの実態を整理する
とともに、スマートシティにおけるエネル
ギーマネジメントとコミュニティ形成に関
する特徴を明らかにし、今後のスマートシ
ティ整備における課題と⽅向性を提⽰する
ことを⽬的とする。 
1-3 ⽅法 

まず、⽂献整理によりスマートシティの
都市計画史における位置づけと今⽇的役割
について把握する（第 2 章）。次に、エネル

ギーマネジメントシステム（EMS）を導⼊
したスマートシティプロジェクトを整理し、
需要⾯と供給⾯から類型化を⾏う（第 3 章）。
その上で特徴的な 3 つの事例について⽂献
調査、現地調査およびヒアリングを⾏い、開
発のプロセスを整理するとともに、エネル
ギーマネジメントとコミュニティ形成の成
果と課題を明らかにする（第 4 章）。 
2.環境政策と都市モデルの変遷 

ここでは環境問題への対応と、それに伴
う都市モデルの変遷をたどるとともに、関
連技術の発展を整理した。その結果、⽇本に
おいては、⾼度経済成⻑期に公害問題が発
⽣したことで、⽣活環境の汚染に対する問
題意識が⽣じたことから都市環境への関⼼
に繋がったといえる。その後、地球温暖化の
問題が世界的な課題となり、温室効果ガス
の排出を抑える⽅向に誘導する施策が導⼊
されるなかで、環境共⽣都市という概念が
⽣まれた。また、⽇本においては少⼦⾼齢化
と⼈⼝減少が社会問題として認識されてい
く中で、都市のコンパクト化が⼀つのモデ
ルとなった。2011 年の東⽇本⼤震災を機に、
原⼦⼒発電に対する疑問の声が増し、災害
時における都市機能維持のためのエネルギ
ー確保が⼤きな課題となった。これがスマ
ートシティにおける防災⾯の需要を⾼め、



取り組みをより⼀層推し進めたといえる。
今⽇のスマートシティに求められている⼤
きな役割として、再⽣可能エネルギーを活
⽤しながら省エネルギーの⽣活を実現する
ための、エネルギーマネジメントのしくみ
を整備することが挙げられた。 
3.EMS を導⼊したスマートシティの類型 

⽇本における主なスマートシティプロジ
ェクト 20 事例を対象に、エネルギーマネジ
メントの特徴に基づき分析を⾏った。まず
１つめの軸として、エネルギーの需要⾯に
着⽬し、住居系の建物と業務系の建物とで
はエネルギー消費の形態が異なることから、
それらの⽤途の混合度を評価し、３つに分
類した。次に、２つめの軸として、エネルギ
ーの供給⾯に着⽬し、⾃営線の整備状況か
ら３つの類型に分類した。これらをクロス
集計し、事例の類型化を⾏った。その結果、
⾼いレベルでのエネルギーマネジメントを
⾏っている類型を３つ抽出できた。（表１） 
表１ エネルギーマネジメントによる類型 

4.ケーススタディ 
3 章で得られた類型から、⾼いレベルで

エネルギーマネジメントシステムを構築し、
まちづくりを進めている事例として、街区
間の電⼒融通を⾏っている「柏の葉スマー
トシティ」、全ての⼾建住宅に HEMS、創蓄
連携システムおよび省エネ機器を導⼊した
「Fujisawa サスティナブル・スマートタウ

ン」、コージェネレーションによる電⼒の特
定供給と、ダイナミックプライシング実証
を⾏った「北九州スマートコミュニティ」の
3 事例をとりあげ、⽂献調査、現地調査、ヒ
アリング調査により、都市開発のプロセス
を整理し、エネルギーマネジメントとコミ
ュニティ形成の取り組みについて、成果と
課題を明らかにした。 

Fujisawa SST では、⼯場の跡地利⽤とし
て、地域貢献となるスマートタウンの開発
が⾏われた。開発に当たっては、３つのデザ
インガイドラインを作成し、まちの⻑期的
な将来像を⾒据えた上で、ライフスタイル
の提案を含めた住宅地開発をおこなってい
ることが特徴であった。エネルギーマネジ
メントに関しては、個々の住宅が創蓄電設
備と省エネ機器を標準搭載し、HEMS によ
る省エネアドバイスを受けることで、無理
なく省エネな⽣活を送ることができるよう
設計されている。また、セキュリティー⾯も
スマート技術によって強化することで、安
⼼感を⽣み、特に⼦育て世代にとって⼤き
な魅⼒の⼀つとなっていると考えられる。
しかしそのことによって、⼊居者の年齢別
⼈⼝構成のバランスが崩れ、省エネにとっ
てマイナスの要因となっている可能性が⽰
唆された。コミュニティ形成については、住
⺠の⾃治組織が Fujisawa SST マネジメント
会社にサポートされる形で様々なイベント
を開催し、多くのクラブ活動が⽣まれてい
る。⼀⽅で、当初から⽤意されていたソーシ
ャルサービスはあまり利⽤されていないこ
とが明らかになった。 

北九州スマートコミュニティでは、かつ
ての公害克服の経験をもとに、環境先進都
市を⽬指して都市開発が進められている。



エネルギーマネジメントの特徴として、新
⽇鉄住⾦の⼯場内にあるコージェネレーシ
ョンシステムによって⽣成した熱エネルギ
ーを⼯場内で利⽤し、電気を隣接する市街
地に特定供給することで、送電ロスを抑え
た地産地消のモデルを構築している。⼀般
的に⼯場の存在は住環境にとってマイナス
のイメージがあったが、この地域のように、
技術と制度をうまく⽤いれば、⼯場と住宅
地が隣接していることによってエネルギー
の効率的な運⽤が図られ、結果として環境
にやさしいまちになるポテンシャルを秘め
ているといえる。ダイナミックプライシン
グの実証による省エネの効果は、家庭の⽅
が事業所よりも⼤きいことが⽰されたが、
電⼒削減量と電気料⾦の関に明確な相関は
⾒られなかったことから、電気料⾦の値上
げによって需要を抑制するには限界がある
ことが⽰唆される。また、インセンティブプ

ロブラムの盲点があったことが明らかにな
ったので、今後はその仕組みの改善が課題
といえる。コミュニティ形成については、地
域に拠点を置いた NPO 法⼈が、開発当初
から継続してエリアマネジメントを⾏い、
この地域の多様な事業者の連合が組織され、
⺠設⺠営の施設で交流を⾏いながら、まち
づくりを進める構想も策定した。課題とし
ては、地域のまちづくりのビジョンを理解
しないまま新しくこの地域に進出してくる
事業者に対して、協⼒を働きかけることが
必要であることや、周辺の商店街や宅地開
発との連携と通して、より広域的なまちづ
くりにつなげていくことを⾒据えた拠点性
の向上が挙げられる。 
5.結論 

本研究では、⽇本におけるスマートシテ
ィプロジェクトを取り上げ、それらをエネ
ルギーマネジメントシステムの特徴から類
型化した。そして代表的な 3 事例について表２ ケーススタディの⽐較 



開発プロセスを整理するとともに、エネル
ギーマネジメントおよびコミュニティ形成
の成果と課題を明らかにした。その結果、住
宅地型のスマートシティでは、⼈⼝バラン
スが省エネに影響を与えている可能性が指
摘された。北九州は多くの事業者が関わる
地域では街づくりに関して事業者のコンセ
ンサスをいかに維持するかが重要な課題と
いえる。 

加えて、エネルギー消費の形態について
より詳細に把握できるようにしたい。例え
ば、家族構成によるエネルギー消費の差異
について、HEMS などによって蓄積された
データをもとにした詳細な分析が求められ
る。これにより、住宅の設計に際してどの程
度の省エネ設備が必要となるのかが明らか
になれば、省エネの住宅地形成に寄与する
であろう。 

次に、より効果の⾼いインセンティブの
仕組みを構築することが求められる。これ
には、⼤学などの研究機関の積極的な参画
が期待される。 

今後のスマートシティ整備においては、
柏の葉のように⼤規模で複合型のスマート
シティを構築するためには⾏政と⺠間の連
携が不可⽋であり、そこでシステム開発や
まちのデザインの⾯で積極的に地元の⼤学
がかかわっていくことが求められる。開発
者にとっては、魅⼒ある⽣活像までを提⽰
するべきであり、⽣活レベルのノウハウを
持った企業などの参画に期待できる。 

また、たとえば北九州では地震が少ない
ことがデータセンターの誘致に寄与したこ
とや、地域の負の歴史から逆転の環境先進
都市に積極的に取り組んでいるといったシ
ビックプライドの寄与や官⺠連携の⾵⼟が

あったことが背景にあったことから、対象
地域の性格をよく理解したうえで、計画の
範囲を限定し、⺠間企業の⼒を取り込んで
事業を推進することがスマートシティの構
築にとって重要といえる。 

そして、ハード⾯で「完成」した街でも、
コミュニティ形成などソフト的に育成して
いくためには、住⺠と事業者など複数のス
テークホルダーの関係を調整する役割を果
たすコーディネーターとなる組織をつくる
ことが重要である。 

エネルギーマネジメントに関しては、⼼
理的に訴えかけるにせよ経済的に訴えかけ
るにせよ、近視眼的な利益だけを考えるこ
とでも⼀定の省エネ成果が得られたが、こ
れをより⾼める為には、⻑期的・社会全体的
な視点をもつことが重要で、そのための環
境教育を、幅広い年齢層に対して提供して
いくことがこれからの課題になる。たとえ
ば北九州では、⼩学校 4 年⽣は課外授業と
して「環境ミュージアム」を⾒学するなど、
環境問題への取り組みが⼀種の⽂化になっ
ているといえる。そのような⽂化を育て、街
と⼀緒に、⼈もよりスマートになっていく
ことで、真のスマートシティができるとい
えるではないだろうか。 
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